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 大網白里市議会議長  岡田 憲二  様 

 

 文教福祉常任委員会委員長  秋葉 好美 

 

 

令和元年度 文教福祉常任委員会 視察研修報告書 

 

１ 期   日  令和元年 7月 8日（月）～10日（水） 

 

２ 視 察 先  熊本県玉名市、鹿児島県霧島市・鹿児島市 

 

３ 調 査 事 項  熊本県玉名市 

          子育て支援について 

          災害時の議会対応について 

         鹿児島県霧島市 

          子育て支援ガイドブックぐんぐんの木について 

          保育人材バンクについて 

         鹿児島県鹿児島市 

          すこやか子育て交流館（りぼん館）について 

 

４ 参 加 議 員 

 文教福祉常任委員会  秋葉好美、森建二、田辺正弘、蛭田公二郎、宮間文夫 

 

５ 視察報告書  別紙のとおり 

 

６ 経   費  別紙のとおり 

 

  



別 紙 ５ 報告書 

１ 視 察 先 熊本県玉名市岩崎 163番地 

２ 視察日時 令和元年 7月 8日（月）、１３:３０～１６:３０  

３ 説 明 者 玉名市子育て支援課 

        課長 松下匡 様 子育て支援係長 山田康徳 様 

       玉名市議会事務局 

        事務局長 松本留美子 様 次長補佐 松野和弘 様 書記 入江光明 様 

       いだてん大河ドラマ館 

        館長 桑原英彰 様 

４ 調査事項 ① 子育て支援について 

        （子育て支援センター、病児病後児保育、児童館） 

       ② 災害時の議会対応について 

        （執行部と議会の関わり、議会 BCP）  

 

５ 視察先概要 

 〇玉名市（概要） 

・人口     ６６，２４４人（本年６月末日現在）  

・面積          １５２．６㎢   

・一般会計予算    ３，４２０，８００円  

・市議会定数     ２２人  

・議員報酬       ３５９，０００円/月 

・政務活動費     １８０，０００円/年 

平成２９年１１月１３日、議会基本条例を制定。  

 

                             市役所全景 

〇いだてん大河ドラマ館（桑原館長様）  

 視察前に、玉名市様のご厚意で、「いだてん大河ドラマ館」にご案内頂いた。  

 現在、NHK 大河ドラマで放映されている「いだてん」前半の主人公である金栗四三

氏が玉名市の出身であり、初めて近代オリンピックに出場した日本人としての金栗

氏の展示、そしてドラマの案内がされており、興味深く見学させて頂いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大河ドラマ館視察風景 
  



〇玉名市について（議会事務局・松本局長様）  

・玉名市は、熊本県の北西部、海と山に囲まれた土地。  

・歴史や文化財に恵まれている。  

・１３０４年から建造が始まった西安時の五輪の塔、「武人の湯」として名高い玉名

温泉、玉名の湯、夏目漱石の「草枕」ゆかりの地・天水（小天温泉）など。  

・また、米、みかん、ミニトマトの生産も、大変誇れるものである。  

・NHK大河ドラマ「いだてん」、金栗四三が主人公である一部は終了、今後は２部

へ。隣接の「大河ドラマ館」も、それに合わせて７月２０日にはリニューアルを

予定している。  

 

① 子育て支援について  

総論：子育て支援課・松下課長様より  
・市の一般会計予算は、約３４２億円。そのうち民生費は１２７億円を占める。児

童分は１２７億円。  

・子育て支援課は、職員１９名。１６の小学校、１８の児童クラブ。  

・玉名市子ども・子育て支援事業計画において、今後も引き続き現体制を維持して

いく。 

   →「市民の笑顔が人を呼び込むまちづくり」  

・利用者は、年々増加中。  

 

各論：子育て支援課・山田係長様より 

〇子育て支援センターについて  

・玉名市では 6か所の子育て支援センターを設置し、乳幼児親子の支援に当たって

いる。 

・玉名市子ども・子育て支援事業計画において、今後も引き続き現体制を維持して

いく。 

・利用者は年々増加傾向にある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



・6か所の子育て支援拠点。各々事業はすべて委託事業としている。  

  

・赤枠：子育て支援センター事業実施（6か所）。  

・子育て支援センターの利用人数は、平成 30年度の 6施設合計で 45,250人。平成

27年度の 31,294 名から一貫して増えている。また、相談件数は平成 30年度、6

施設合計で 729名。  

・子育て支援センターの周知は、広報誌、市ホームページ、施設おたより（ファン

ファン、ログさんちだより等）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



・利用者支援事業「こそだてのわ」  

 目  的・玉名市内の子育て支援関連団体の連携 

 内  容・「こそだてのわ」会議を年 6回程度開催  

 地域連携・平成 29 年度からは、近隣の 1市 3町（玉東町・和水町・南関町）から

も参加。  

 参加団体・合計 25 団体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 



〇病児・病後児保育について  

・玉名市では平成 9 年から病児・病後児保育事業を市内の小児科に委託し、実施し

てきた。  

・平成 23 年度以降、保育室の廃止に伴い隣接自治体に委託するなど対応しながら、

平成 23年 10月に玉名市内の公立病院敷地内に新たな専用施設を設置した。  

・実施主体は玉名市であるが、地方独立行政法人くまもと県北病院機構に実施を委

託している。  

・隣接 4 町（玉東町・和水町・南関町・長洲町）からの委託契約を受け、広域によ

る事業を実施している。  

 
・病児・病後児保育運営体制  

 職員配置 看護師 1 名、保育士 2名  

          小児科医による往診を実施 

 利用時間 月曜～金曜 8:00～17:30  

 利用料金 午前  8:00～12:30 1,000円 

          午後 12:30～17:30 1,000円  

          1日  8:00～17:30 2,000円  

          別途、食事代 300円、おやつ大 100円（持込可、その場合は無料） 

 利用条件 次のすべてに該当する児童  

  ・生後 2 か月から小学 3年生までの児童  

  ・病気、または病気の回復期にあり、集団生活が困難な児童  

  ・保護者が勤務等により、自宅で保育・看護が困難である事  

  ・前日までに利用の申し込みを行っている事  

  ・事前に病院の診察を受けている事  

   ただし、緊急の場合で受け入れに余裕がある場合は利用可能な場合もある 

 病院との連携  

  ・事前の電話申し込みと当日の利用申込書により病状を把握  

  ・施設利用時の児童の病状によっては、再度病院受診を求める場合もある。  

  ・施設利用中は、公立玉名中央病院の小児科医による往診がある。  

  ・施設の職員が児童の状況を説明し、医師からの指示を受ける  

  ・かかりつけ医を把握し、必要に応じて関係機関と連携を取る  

  ・利用中の緊急事態に対しては、公立玉名中央病院の救急外来診療扱いとなる事

を説明し、保護者の承諾を得ている。  

  

  



〇児童館について  

 ・児童館は 2か所。「伊倉児童館」と「若宮児童館」  

 ・伊倉児童館は公立公営、若宮児童館は民立民営。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考:伊倉児童館の概要）  

・今後の児童館のあり方  

 伊倉児童センターは老朽化が進み、改修が必要  

 近隣に在る伊倉隣保館の大規模改修に合わせて、施設を集約する 

 〇改修スケジュール  

  平成 30年度 実施設計書作成  

  令和元年度 大規模改修工事（令和元年 6月 21日着工） 

  令和 2年 4月 新施設供用開始 

 〇財源  

  次世代育成支援対策施設交付金の活用（国 3分の 1）  

  公共施設等適正管理推進事業債の活用（充当率 90％、交付税算入 50％）  

  

最後に：  

〇児童憲章に「児童は、人として尊ばれる。児童は、社会の一員として重んぜられ

る。児童は、良い環境の中で育てられる。」とある様に、子供達は心身ともに健や

かに生まれ、育てられ、その生活が保障されなければなりません。そして、子供達

の笑顔が広がる事で、家庭や地域、住民の皆さんが活気づき、更に心が豊かになり

ます。  

〇そのために玉名市では、『子供たちの笑顔を求めて』を基本理念に、企業や教育・

保育サービス事業者、行政棟の各主体が連携・協働しながら関連施策を推進して行

きます。  

  



（質  疑）  

 問 公立公営の伊倉児童館、年間の管理運営費は。  

 答 669万円。  

  

問 不審者対策は。  

答 防犯訓練、および不審者に関するメール等による情報の共有。  

 

問 入館時など、不審者のチェックは。  

答 児童は登録制、親も送迎者としてのチェック。特別な不審者チェックは行って

いない。  

  

問 産婦人科は市内に何件か。  

答 2件。  

  

問 委託先は。  

答 社会福祉法人が多い。建物が狭く、建物外での活動も多い。  

  

◎所感  

   人口 66,000人と、我が大網白里市と人口の比較はそれほど大きいものではない

が、残念ながら子育て支援の手厚さについては大きな差を感じてしまった。各地

区を細やかに分け、その地区に見合う子育て支援センターを配置、さらに児童館

を 2つ（しかも古くからある）配して、施設の老朽化にも在来施設の改築と合わ

せて柔軟に対応する。特に、次世代育成支援対策交付金、公共施設等適正管理推

進事業債など、わが市でも活用してはいるものの、この部分についての歴史、扱

いのうまさを感じた。子育て支援を今後の課題とするわが市としては、人的な活

用手法は勿論、こうしたお金の使い方についても柔軟に学ぶべきであると感じ

た。来春に運用開始が予定される「（仮称）子育て支援センター」の運営、利活

用について、ぜひ参考にさせて頂きたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    子育て支援の視察風景 



災害時の議会対応について  

  
◎松野次長補佐様  

玉名市議会災害対応基本計画 — 玉名市議会ＢＣＰ（業務継続計画） －  

(Tamana City Assembly Business Continuity Plan)の策定  

  

１．必要性と目的  

平成 28年 4月 14 日及び 16日に発生した熊本地方を震源とする一連の地震活動で

ある「平成 28年熊本地震」は、九州ではかつて経験した事がない揺れを観測し、九

州地方に甚大な被害をもたらした。議会においても、危機意識の醸成と高揚を図

り、災害を未然に防ぐ「防災」はもちろん、被害を少なくする「減災」、被害を避け

る「被災」、被害に備える「備災」、これらの取組を不断に実行する事が求められ

る。そのため、議会においても確個たる危機管理体制を構築し、整備・強化を図っ

ていく事が求められる。つまりは、平常時から災害の発生を想定し、然るべき姿勢

で災害に向き合う事が重要になる。  

また、現に被災した場合、議会がいかに的確な機能を維持し、復旧・復興につな

げるか、その行動指針の策定の必要性が今、強く求められている。平成 23 年 3月

の東日本大震災を契機に、執行機関側が策定する地域防災計画に加え、震災前には

関心が薄かった業務継続計画（BCP）を策定する自治体や議会が増えつつある。そこ

には当該震災時において専決処分が乱発されるなど、二元代表制の一翼を担う議会

の議決責任という基本機能が果たされなかったという経緯と教訓から、議会におい

ても市が策定する地域防災計画や BCP以外に、議会独自の BCP 策定の必要性に焦点

が当てられている。  

本市においても現に熊本地震の際、議会 BCPといった議会における行動指針が無

かったがために困惑し、議員が取るべき行動と判断に非常に苦慮した。その事への

反省と改善、そして教訓から、大規模災害発生に備えた議員の行動指針の必要性を

痛感した。災害下においても的確な議会機能を維持する事は、市民に対する議会の

責務でもある。  

よって、非常時においても、議会が二元代表制の趣旨にのっとり、議事・議決機

関、住民代表機関として、その基本的機能を維持し、迅速な意思決定と多様な市民

ニーズの反映に資するという議会の機能維持を図るため、必要となる組織体制や議

員の行動基準などを定めた「玉名市議会災害対応基本計画」を策定する事とした。

尚、本計画の実行に当たっては、「玉名市地域防災計画」を十分に踏まえる物であ

り、執行機関の災害時の対応を阻害しない範囲において実行するものである。  

  

２．災害時の議会・議員の行動指針  

（１） 議会としての役割  

議会は、議事・議決機関として予算・条例・重要な契約などについて、市の団体

意思を最終的に決定するとともに、執行機関の事務執行をチェックし、また、市の

重要な政策形成において地域特性や多様な市民ニーズを反映するなど、極めて重要

な役割を担っている。そして、このことは、平常時、災害時（非常時）を問わない

ことが基本原則である。  



 すなわち、議会は、大規模災害が発生した災害時（非常時）においても機能停止す

ることなく、定足数に足る有効な議決ができる会議を開催する中で、この機能を維

持する必要性がある。そのために、さまざまな災害の時期や程度を想定し、それに

対応する体制を整えなければならない。加えて、災害の復旧・復興時にあっては、

住民代表機関として大きな責務と役割を担うものである。  

（２） 議員としての役割  

議員は、合議制の機関としての議会が基本的な機能を維持するために、その構成

員として役割を担うことが基本となる。  

一方で、議員は災害時（非常時）には、特にその初期を中心に議会の機能とは別

に“一市民”として、被災した市民の救援や被害の復旧のために非常事態に即応し

た“地域の一員”としての活動を果たす役割が求められるのも事実である。議員

は、議会機能を維持するという根幹的な役割を十分に認識する中で、地域活動など

に従事する役割も同時に担うものである。 

  
  
３．災害に対する議会の組織体制  

（１）玉名市議会防災会議（平常時）の設置  

議会は、平常時、災害時（非常時）を問わず、その有する機能を発揮しなければ

ならない。平常時から災害発生を想定した体制を整備しておく必要がある。  

そのため、災害が発生し、または発生するおそれがあるとき、迅速かつ的確に災

害に対応できるよう平常時から災害発生時の議会の対応を確認し、本市の災害対策

の課題について把握し、本市の防災のあり方について協議・検討する体制として、

議員全員で組織する玉名市議会防災会議を設置する。  

防災会議は、常設の機関として防災・減災・避災・備災の４つの実行目標に取り

組む。また、防災会議には、本部組織として議長、副議長、各常任委員長及び議会

運営委員長で構成する「運営会議」を置き、議会として意思決定を行なうに当たっ

ての事前調整・協議の場としての役割を担う物とする。  



（２）玉名市議会災害時対策会議（非常時）の設置  

議会は、大規模な災害が発生、または発生する恐れがある場合においては、災害

時（非常時）における組織として、玉名市議会災害時対策会議を設置する。防災会

議は、執行機関における玉名市災害対策本部が設置されたときは対策会議へと体制

を速やかに移行し、災害対策・災害対応に当たるものとする。  

また、対策会議にも防災会議と同様に、本部組織として議長、副議長、各常任委

員長及び議会運営委員長で構成する「運営会議」を置き、議会として意思決定を行

なうに当たっての事前調整・協議の場としての役割を担うものとする。特に、災害

初期においては、この「運営会議」が議会の最高意思決定機関として機能し、議長

が全議員に「全体会議」の招集（参集指示）を行なうまでの間、議会における災害

対応の主体となる。  

  

  

 

  

  

 

 

 



４．災害に対する議会の活動の公務性の担保 

（１） 防災会議・対策会議の公務性の担保  

議員の公務に位置づけられる活動は非常に限定的であり、議員としてのすべての

活動について公務災害補償が適用されるものではない。  

議員の公務上の災害は、議員が正規の議会活動に従事中に、その職務に起因した

災害について、公務上の災害として取り扱うこととされており、通勤による災害

は、議員が本会議や委員会等、公式の会議の招集通知に応じて住居と市役所との間

を、合理的な経路及び方法により往復する行為の中で発生した災害について、通勤

災害として取り扱う事とされる。  

  

＜法規に定められる議員の公務（＝正規の議会活動）＞  

・本会議 

・委員会  

・地方自治法第１００条第１２項に規定する会議規則の定めるところにより設けら

れる議案の審査または議会の運営に関し協議または調整を行なうための場（全員

協議会）  

・地方自治法第１００条第１３項の規定による議員の派遣  

・会議規則第１０６条に規定する委員の派遣  

防災会議・対策会議は、それぞれ議会内に設置される任意の会議体であり、公式

の会議体ではないものの、高い公益性を有する。また会議への参集途上、特に災

害時（非常時）においては二次災害の危険性を十分に考慮する必要がある。よっ

て、防災会議・対策会議の「運営会議」・「全体会議」を招集する際は、公務災害

補償の適用対象として公務性を担保するために、会議規則第１６７条第１項但し

書の規定により、必ず議長が議員派遣を決定し、その決定に基づき参集指示を行

なう。  

  

＜地方自治法＞第１００条  

１３ 議会は、議案の審査又は当該普通地方公共団体の事務に関する調査のためその

他議会において必要があると認める時は、会議規則の定めるところにより、議員を

派遣することができる。  

  

＜玉名市議会会議規則＞  

（議員の派遣）  

第１６７条 法第１００条第１３項の規定により議員を派遣しようとする時は、議会

の議決でこれを決定する。ただし、緊急を要する場合は、議長において議員の派遣

を決定する事ができる。  

２ 前項の規定により議員の派遣を決定するに当たっては、派遣の目的、場所、期間

その他必要な事項を明らかにしなければならない。  

  

（２） 地区組織活動の公務性の担保  

災害時（非常時）において、地区隊長・地区担当議員は、対策会議「全体会議」

の参集指示がない限り、それぞれの担当地区で“一市民”・“地域の一員”として



災害関係情報の収集、援助・救助活動、避難所運営などへの協力に当たることにな

る。当該活動は、現場対応が主であるほか、対策会議「全体会議」の参集指示があ

るまで数日間にわたる連続での活動となることが想定されるため、会議の参集途上

以上に二次災害に見舞われる危険性は極めて高い。よって、災害時（非常時）にお

ける地区組織活動について公務災害補償の適用対象として公務性を担保するため

に、会議規則第１６７条第１項ただし書の規定により、地区隊長・地区担当議員を

災害対応のため所管する担当地区に派遣する形で、議長が議員派遣を決定し、その

決定に基づき地区活動に当たらせるものとする。  

  

５．災害時の執行機関の動きと議会の関係  

災害時においては、災害対応に実質的かつ主体的に対応するのは、危機管理・防

災対策の担当課を初めとする執行機関であり、議会は主体的な役割を担うものでは

ない。議会は、議事・議決機関としての役割が基本であり、その範囲内で災害に対

応することが基本となる。  

 この事を踏まえ、特に災害初期においては、執行機関は職員が災害情報の収集や

応急対策業務などに奔走し混乱状態にある事が考えられる事から、議員の情報収集

及び要請などの行動については、その状況と必要性を見極め、執行機関が初動態勢

や応急対応に専念できるような配慮が必要となる。 

一方で、議会がみずからの役割である監視牽制機能と審議・議決機能を適正に実

行するためには、正確な情報を早期に収集・チェックすることが必要である。その

ため、議会と執行機関は、各々の 

役割を踏まえ、災害情報の共有を主体とする協力・連携体制を整え、災害対応に当

たる必要がある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６．玉名市議会災害時対策会議が発動する災害の種類  

対策会議が設置される災害は、次のとおり。  

これは、災害時（非常時）において、議会が果たすべき役割や行動については、

執行機関の災害対応と緊密で極めて高い関係性を示し、相互に補完する関係にある

ことから、執行機関における市地域防災計画に基づく市対策本部、国民保護計画に

基づく国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部が設置される災害をおおむね準

用するものである。  

これらの災害が発生し、または発生するおそれがあるとき、執行機関に市対策本

部が設置された際には、防災会議（平常時）は対策会議（非常時）へと、その体制

を速やかに移行する。  

  

＜対策会議が対象とする災害＞  

（災害種別）       （災害内容）  

地   震       ・震度６弱以上の地震  

風水害      ・台風、暴風、豪雨、洪水、土砂災害などで局地的または広範囲な災害が発生

した場合、またはその恐れがあるもの  

その他      ・自然災害のほか、大規模火災などの事故、原子力災害、新型インフルエンザ

などの感染症、大規模なテロなどで大きな被害が発生した場合、またはその恐

れがあるもの  

  

７．災害時の業務継続体制及び活動の基準  

（１） 業務継続体制の構築  

災害時（非常時）においても、議会が基本的な機能を維持し、業務を継続するため

には、その機関を構成する議員の安全確保とその安否確認がスタートとなる。この

スタートを迅速かつ的確に行なうことが、議会の機能維持にとって非常に重要であ

り、その後の業務継続体制の構築に大きく影響する。よって、まずは組織として安

否確認を中心とした業務継続体制を構築する必要がある。  

また、この体制は議会と議会事務局の双方において構築し、それぞれが明確な行

動基準に基づき対応することが重要である。  

  

ア 議会事務局の体制  

執行機関において市対策本部が設置された際には、議会事務局は直ちに議長に報

告し、対策会議を設置。あわせて、議長に登庁を要請。  

議会事務局の職員（以下「事務局職員」という。）は、通常業務に優先して速やか

に業務継続体制構築のための業務に当たるものとする。  

  

  

  

  

  

  



＜業務継続体制構築のための業務＞  

・災害対応の業務  

・対策会議「運営会議」の開催準備の業務  

  
  

なお、市対策本部が勤務時間外に設置された場合においては、災害発生の有無に応

じ、別に定める要領で行動しなければならない。  



  



 

  
 

（イ）議員への安否確認方法と確認事項 

〇災害未発生時  

一般回線（固定電話）の利用が困難になる可能性は低いことから、事務局の電話・

ファクスを主に連絡を行なう。なお、議長と副議長については、直接電話により安

否を確認する。  

〇災害発生時  

一般回線（固定電話・携帯電話）が利用の集中・輻輳により利用が困難になること

を念頭に、メールを主に連絡を行なう。  



ａ 議会事務局の情報通信端末が使用できる場合  

議会事務局のパソコンなどから議員の携帯メール・タブレット端末に安否確認の

メールを一斉送信。返信のない場合は、議会事務局の固定電話から議員の携帯電話

や固定電話に連絡する。なお、議長と副議長については、携帯メール・タブレット

端末への送信に加えて、直接電話により安否を確認する。  

ｂ 議会事務局の情報通信端末が使用できない場合  

事務局職員の携帯メールなどから議員の携帯メール・タブレット端末に安否確認の

メールを一斉送信。返信がない場合は、事務局職員の携帯電話などから議員の携帯

電話や固定電話に連絡する。なお、議長と副議長については、携帯メール・タブレ

ット端末への送信に加えて、直接電話により安否を確認する。  

※なお、災害の状況（インターネット回線の遮断、停電の発生など）に応じ、連絡

方法はメールのみならずＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を活

用するなど、臨機応変に対応すること。  

  

  

（質  疑）  

 問 災害対応基本計画の策定まで、どのくらいの期間を要したか。  

 答 平成 28年に熊本地震が発災、その後の議会の対応としては、ほぼ何もできなか

ったというに等しい。その反省から、29年 9月 29日に「玉名市議会基本条例」

を策定、この 55～57条に、「防災会議の設置」を決め、29 年 12月より「議会改

革検討協議会」を設置。  

その後検討を重ねて策定まで来たので、3年かかった、という事になる。  

  

問 発災情報の共有など、どの様に考えるか。  

答 「災害対応基本計画」P42を参照。熊本地震の際は、『ＬＩＮＥ（ライン）』など

のＳＮＳによる通信が有効であった。  

議員からの災害情報は、「玉名市議会議員・情報収集連絡票(P46)」に記載する事

を基本に、タブレット端末などを活用し、災害現場の写真などを議会事務局に報

告(タブレット端末・メール・ファックス）する事になっている。  

議員は 20名、概ね 40代までの者は、SNSを理解しているが、それ以上の議員は

理解が追いついていなかった。現在は勉強会を開き、情報の共有に努めている。  

  

問 市役所では情報の共有方法はいかがか。大網白里市では、市職員は災害の大き

さに応じて   メールで職員に情報を送り共有を図っている。  

答 防災課を中心として、やはりメールでの参集喚起など、情報共有ツールはメー

ルである。  

   そして参集の上で、顔を突き合わせて情報の共有を図る事としている。  

   議員に対してもそうだが、「情報共有手段」については、我々も今後の課題と認

識している。  

  

問 基本計画 P30にある「地区担当議員」とは。 



答 玉名市は、岱明町、横島町、天水町を合併してできている。旧玉名市を 2地

区、旧 3町を 3 地区とし、計 5地区の議員を各地区の担当議員としている。  

  

問 議会としての防災訓練は。  

答 計画を作ったならば、その訓練は必須である。災害基本計画の策定を踏まえ、

市の防災訓練に同時参加し、市対策本部(執行機関)と対策会議(議会)の連絡・連

携体制や、議会・議会事務局の行動の流れを確認する事は重要と考える。  

  

  

◎所感  

        平成 28年の熊本地震を契機に、玉名市では 3年かけて『「玉名市議会災害

対応基本計画」-玉名市議会 BCP(業務継続計画)-』を策定した。3年で 66ペ

ージにも及ぶ基本計画を作成された事に驚くと同時に、今回の視察でも何度

か伺った「あの時何もできなかった」という後悔、いつどんな災害が来るの

か解らないという危機感が、玉名市議会を動かしたものなのだと思う。  

        我々大網白里市議会でも、現在、「災害時の議会対策検討会議」を設置し、

ここまで 4 回の会議を重ね、「大網白里市議会災害対応指針」および「大網

白里市議会災害時対応手帳」の作成に取り組んでいる。玉名市との共通の考

え方として、  

〇「災害時の議会業務継続計画（議会 BCP）」（議会としての役割）  

（災害時においても機能停止することなく、定足数に足る有効な議決が出

来る会議を開催する中での機能維持の必要性） 

       〇「議員として、『地域の一員』としての役割」  

         （「一市民」として、被災した市民の救援や被害の復旧のために非常事態

に即応した『地域の一員』としての活動を果たす役割の必要性） 

       この 2点に重点を置く部分で、共通の考え方だと思われる。  

       その上で私たちが注目したいのは、玉名市では  

「熊本地震と言う重大な困難を経験し、非常事態下における議会人の行動が

どうあるべきかについて大いなる教訓を学んだ。であるからこそ、議会のイ

ニシアチブ（主導権）で、議会独自の災害対策を整備する事には、非常に大

きな意義がある。大規模災害時においても、議会が二元代表制の趣旨にのっ

とり、議事・議決機関、住民代表機関として、その基本的機能を維持し、迅

速な意思決定と多様な市民ニーズの反映に資するという議会の機能充実を図

るため、必要となる組織体制や行動基準を定めた「玉名市議会災害対応基本

計画」を策定する」とし、一歩進んで「市民に対する議会の責任を明確にす

る」事を明示している事に、尊敬の念を持つ。  

         災害は、いつ何時やってくるか判らない。2011年 3 月 11日に起きた「東

日本大震災」の記憶も、一部で言われている様に、実感を伴う記憶としては

少しずつ風化していると言わざるを得ない。あの時の事を教訓とし、私たち

も、災害時の議会対応、議会 BCP については、市民への責任として取り組

んでいかなければならないと強く感じた視察であった。  

（報告者：森 建二） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    玉名市の視察風景１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    玉名市の視察風景２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



鹿児島県霧島市霧島市役所・霧島市議会  日時 令和元年７月９日午後２時～ 

人口                １２５、１２８人 

面積                ６０３．１８㎢  

一般会計予算        ５７７億円  

特別・企業会計予算  ９５４億円     合計１，５３１億円 

市議会議員定数      ２６人（現員数２５人）  

  

〇霧島市役所（本館、別館、議会棟）  

 

 

 

 

 

 

 

  正面から左側が市役所別館                     正面本館と右奥の４階建てが議会棟 

                           

〇議会棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

議会棟入口に看板  １階は一般行政事務スペース  本会議場の視察風景 

 

視察次第  

１ 歓迎あいさつ 霧島市議会 下深迫孝二議長  

  

２ 視察あいさつ 大網白里市議会文教福祉常任委員会 秋葉好美委員長  

  

３ 調査事項等説明  

  〇霧島市子育て支援課 砂田良一課長   

   （DVD を観ながら説明）  

  ・人口、面積・・・上記の通り  

  ・地形、国立公園・・・「国立公園霧島」は昭和９年、雲仙、瀬戸内海とともに、

日本で初めて国立公園に指定。その後、昭和３９年に屋久島、桜島、指宿、佐多

が加わり、霧島屋久国立公園となった。  



  ・ジオパーク・・・平成２２年９月１４日、霧島市とその周辺の環霧島地域は日

本ジオパークに認定された。霧島市は、「霧島ジオパーク」を推進している。 

  ・トレッキングや遊歩道で霧島の豊かな地形を利用したイベントなどが行われて

いる。  

  ・観光紹介：「和気公園」、「霧島モミジ」「天降川や霧島川の清流」「霧島神宮」

「上野原縄文の森展示館」「竜馬の寺田屋の跡地」「大隅駅舎跡」「霧島まつり」

「霧島国際音楽祭」「霧島隼人行列」「温泉（４つの温泉郷）」、「霧島茶」「黒毛和

牛」「黒豚」「国分隼人」「鹿児島空港」等々。  

    

〇子ども・子育てグループ：市来秀一グループ長、〇保育・幼稚園グループ：冨田

正人グループ長の説明  

   

（１）子育て支援ガイドブック「ぐんぐん森の木」について  

  ・保育園  

    公立保育園         ６園 

    私立 〃          １０園 

    認定こども園     ２９園 

    小規模 園          ６園 

      合  計         ５１園  

  ・待機児童数＝国基準              ゼロ人 

                      潜在待機数  １８３人  

  ・児童クラブ（学童保育）  

     児童クラブは、保護者の就労などにより放課後の家庭保育が困難な児童に対

し、適切な遊び及び生活の場を与え、、児童の健全な育成を支援します。  

     児童数＝約２、０００人（５年前の２倍） 

     毎年２～３か所増えている。  

     支援員の確保が課題  

  ・児童虐待  

     平成３０年度の通報数＝６０件  

     DV は１，１００件を超えている。   

  

（２）保育人材バンクについて  

  ・背景：霧島市内の保育所では、保育士等の恒常的不足が深刻化しており、年度

途中での保育所入所児童への対応や一時保育・延長保育など多様な保育ニーズへ

の対応に支障が生じている。  

  ・目的：保育士等の資格を持ちながら、子育て等の理由により保育現場から離れ

ている「潜在的な保育士」を掘り起し、保育現場への復帰等を促進することによ

り、多様で安定的な保育サービスの確保ならびに待機児童の解消などの利用しや

すい保育所の環境整備を図る。  

  ・登録要件：霧島市内及び近隣の市町に在住し、保育士等（保育士、幼稚園教

諭、保健師、看護師、栄養士）の資格を取得している者。  



  ・求人要件：霧島市内の保育所等（保育所、認定こども園、児童クラブ）、ただ

し、認定外保育所を除く。  

・霧島市保育人材バンク実績  

年度   登録者数  求人件数  就職件数  

平成２３・２４年度  １６   ８  ７  

平成２５年度   ９  ２０  ５  

平成６５年度  １５  １０  ６  

平成２７年度   ３   ４  １  

平成２８年度   ６   ４  ０  

平成２９年度   ７   ８ ２   

平成３０年度   ６   ２０  １  

合 計  ６２  ７４  ２２  
平成３１年３月３１日現在  

  

 ４ 質疑応答  

  

 問  「子育てガイドブック『ぐんぐんの木』」は発行から６年でどのように変わっ

てきたか？ 

 答  毎年アンケートを取って、皆さんの要望を入れながら内容もブックも厚くなっ

てきた。  

     公園や保育所などの施設の地図を掲載するなどしてきた。  

     最後のページの「雨の日でも子どもが楽しく遊べるスポット」なども、要望に

より取り入れた。市のホームページにも掲載されるようになった。スマホなど

から直接「ぐんぐんの木」を閲覧できるようになっている。  

問  「子育てガイドブック『ぐんぐんの木』」の作成にあたって事業者の選定はど

のように行ったか？   

答  公募の結果、平成２９年度から㈱サイネックスさんを選定（３年ごとに公募）  

問  待機児童について、国基準ではゼロだが潜在待機者数が１８３人とギャップが

大きいが何故か？   

答  市街地の保育所は人気が有るが、山間などは地理的条件などから希望が少ない

という実態。  

問  それは、近隣市などで賃金など処遇の良い自治体に流れて行ってしまうという

こともあるか？  

答  それは有ります。施設は有るが保育士の確保ができないという実情もありま

す。  

問  産科は何か所有るか？ 



答  ２か所です。  

問  定住・移住との関係はどうか？   

答  霧島市には、京セラ㈱鹿児島国分工場、隼人工場、ソニーセミコンダクタマニ

ュファクチャリング㈱鹿児島 TEC、㈱トヨタ車体研究所などがあり、それらの

受け入れに子育て事業が貢献しると思います。  

  

 ５ お礼のあいさつ 大網白里市議会文教福祉常任委員会 森建二副委員長  

（報告者：蛭田公二郎） 
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文教福祉視察報告書（３日目） 7 月 10 日（水） 

                            

視察場所：鹿児島市「すこやか子育て交流館」（りぼんかん）  

１．すこやか子育て交流館（りぼんかん）について 

（１）施設の概要及び運営形態について、  

①設置の目的：子育て中の親の不安感や負担を軽減するとともに、子育て家庭や

団体等の活動をさまざまな角度からサポートする総合的な子育て支援の拠点施

設です。この施設では、「ひろがる笑顔、支え合う子育て」をコンセプトに、親

子が気軽に集い、総合に交流する場を提供するとともに、育児相談や子どもの

一時預かり、子育てに関連する情報の発信や関係団体との連携・情報の共有化

を行い、地域の子育て支援機能のさらなる充実を図ります。  

②主な機能：○つどい・ふれあい・交流する  

               ○遊び・学び・体験する  

               ○子育て相談・援助  

               ○子育てネットワークづくり  

③利用状況：供用開始・平成 22 年 10 月 9 日（9 年目）  

来館者、１日平均（350 人～400 人）相談件数、1 日平均（４～9 件） 

一時預かり人数、1 日平均（5 人～8 人）  

（２）事業を始めるにあたって施設改修費はどのくらいですか  

①改修工事 21 年度 １３９，２００，０００円  

              22 年度 ２５１，１０８，１５０円  

              28 年度   １０，９４３，６４０円  

        29 年度         ８７６，４２０円 

              30 年度     ７,２３０，０００円 

              合計    ４０９，３５８，２１０円  

②年間の管理運営費及び事業費はどのくらいか  

管理運営費（委託報酬、水道光熱費、維持管理費等）年度予算 9600 万円 

事業費  （講座等の運営費） 197 万円  

③当館で実施している事業の内容と職員体制について  

＊所管 健康福祉局こども未来部こども政策課交流係  

＊職員体制 市職員 4 名 委託職員 企画運営指導員 5 名  子育て支援員 14 名 

臨時職員 

ア、講座、イベント、交流事業 

イ、相談事業  

ウ、一時預かり事業（子育て支援員・保育士）  

①当館の利用対象者何歳までですか  

（対象） 生後２ケ月～小学校就学前の子ども  

②どのような相談が多いですか  

健康・発育に関することが８３７件、情緒・社会性に関することが４６５件、

言葉・発育に関することが３６４件などとなっている。  



③年齢別に人気がある行事及び特別な行事を教えてください。季節の行事では、

夏祭り、ハロウィン、クリスマスが多く、講座については、同じ月齢のお子さ

んごとに集まるピアサロンが人気である。  

④一時預かりを利用する理由は、どのようなものが多いですか。  

交流館の講座の利用が６９８件で最も多く、次いで仕事が  

673 人、通院が３５７件、リフレッシュが３０８件などとなっている。  

また、預かり児童は、１歳児が最も多く、９８６人（３２．９％）次いで０歳

児が７５０人（２５．０％）、３歳児以上が６９６人（２３．２％）となってい

る。０～２歳までで７６．８％と乳幼児の利用が多くなっている。  

🔶今後の課題  

保険センターが設置されている市内 5 つのブロック全てに親子の集いの広場が

整備され、施設整備計画は完了した。今後は各つどいの広場に順次「利用者支

援事業」を導入し、相談機能を強化していく計画である。  

  

🔶下記の写真は、企業と鹿児島市がコラボしたガイドブックです。  

企業とコラボしているため全約 80 ページからなり、あらゆる内容が掲載され

ています。        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視察を終えての所感  

本市も、今年 1 月に 2 事業と 4 月に３事業オープンした、増穂の子育て支援

センターも大盛況のようです。また来年オープン予定の、みどりが丘子育て交流

センターも（鹿児島市のすこやか子育て交流館）に劣らない素晴らしいものにな

りそうです。しかし、良いものは取り入れていけたらと願います。  

（報告者：秋葉好美） 
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別 紙  

６ 経 費 

【文教福祉常任委員会行政視察研修経費】 

 

① 宿泊日当（13,100 円×1日＋600円×2日）×5人                  71,500円 

② 交通費（航空運賃 33,800円・高速バス 3,500円）×5人          186,500円 

③ 借上ハイヤー（3日）                              138,500円 

④ 諸経費（旅行業務取扱・乗務員費用・有料道路）                 17,830円 

 

                                                   合 計  414,330円  

 

 

 


